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　　　　　　　　　　　　環境問題に対する企業の対応

概要

　現在環境問題の深刻化に伴って、国から消費者まで、人々が環境を保護するために、様々な努力をしている。その中で、環境破壊の主体である企業は環境保護にどのような貢献をしているか、また企業は今後環境に優しい経営をしなければいけない。

目的

今の社会では、企業は環境保護という主旨に従って経営をしている。環境問題がますます厳しくなってきた現在、今後どのような企業が生存し続けるのかを知る。

内容
I. 地球環境問題

環境問題の現象

地球温暖化は「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」が発表した第4次評価報告書（2007年）の中で、「疑う余地ない」と断定された。崩壊する北極や南極の氷河、絶滅寸前の動植物、豪雨や干ばつなど、多くのネガティブなイメージがメディアによって人々に伝えられ、この問題が「可能性」から「現実」となっていることが認識されるようになった。今や数々の国際フォーラムや各国・地域で温暖化防止に向けた取り組みが進められ、原因の一つである二酸化炭素の排出を抑えるための試みが活発に行われている [ジェトロ01]。

大気汚染、水質汚染「環境白書」などから、地球規模にまで広がる環境問題という視点から指摘した地球環境問題。

・環境問題の原因と特質

環境問題は、企業活動に起因して生じるだけではない。国民全体が問題を引き起こしている。過去の環境汚染を省みて、環境破壊は企業と公共事業によって引き起こされたといっても過言でない。

EU諸国では、政府と企業が協力、協調して、地球環境悪化の現状を捉え、未来予測に基づき持続可能な社会・経済構造への改革に取り組んでいる。
・　国際環境規制

1. WTO

2. ISO 14000シリーズ

3. 環境管理システム（EMS）
II. 地球環境問題解決に向けての各主体の役割

1.行政の役割

EUは、環境保護のため「環境管理・監査スキーム」（EMAS：Eco-Management and Audit Scheme）を定め、各国企業はそれによって規制されている。

環境政策の導入（例：ドイツ）

2.企業の役割

国際規格ISO 14000の認証を取得し、実現することによって、企業には次の５点などが期待でき、社会的には環境が改善が達成されるといわれている [鈴木01] 。

(1) マネジメント効率の向上

(2) 廃棄物の削減と省エネの実現

(3) 社会の評価の高揚

(4) 持続的発展の理念に適った人材育成

(5) エコラベルによる製品販売力の強化

環境に配慮した行動、操業の実行（エコ製品の生産）

3.市民の役割
環境配慮企業を勇気付ける行動をとることである。また、身近に様々なエコ活動。

III. 地球環境問題における企業経営

1.地球環境問題と企業の社会的責任

地球環境問題に対して企業はどのような社会責任をもっているのか。

2.自然環境に対する人々の意識の高まり、価値観の変化

今における自然環境破壊の進行は、市民レベルでの環境保全に対する意識を高めつつある。

人々は製品やサービスを購入するさい、ただ値段が安いからというような経済的視点からではなく、当該製品やサービスがどの程度自然環境保全に貢献している観点から購入を判断する消費者が増加してきている。（データ）

3.環境戦略を通じたコスト削減

企業が環境戦略を通じてエネルギーや原材料、部品などの使用を減らすことは、直接的にコストの削減に寄与する。

4.環境製品の開発

グリーンエネルギービジネス

エコカー

エコ家電など

（企業の例を挙げる）

5.環境ビジネスの展開

環境ベンチャーの事例について

IV. 結論

未来型企業：環境にやさしい経営

「環境にやさしい」スタイルの経営システムを作り上げることによって、地球環境問題の漸近的な解決に資するという意味において、環境責任―環境貢献活動を展開する、このようなビジネスは21世紀企業の主流になるといえるであろう。
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進歩状況：
2.2まで進んでいます。

今後の方針

1章ずつ進んでいきたいです。

